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 西欧諸国における同棲カップルの増加は、ユニオン形成、妊娠、出産といった家族形成

の順序を変化させてきた（Perelli-Harris et al. 2012）。第二の人口転換の枠組みでは、避妊革

命、あるいは既存の権威や規範に対する反発などを伴い、自己実現や自己充足を求めるこ

とが家族形成行動を変化させていると考えられている（Lesthaeghe 2010）。しかし、日本で

は多くの先進国にみられてきた変化が確認されず（あるいは程度が低く）、欧米の先行研究

で指摘される第二の人口転換が日本で生じているかについては懐疑的な見解がみられる

（佐藤・金子 2015）。例えば、日本の低い婚外出生率は、結婚と出産の結びつきがいまだ

に強いことを示唆している（Raymo et al. 2015）。 

 しかしながら、日本的な文脈を踏まえると、個人の価値観の変化を反映した家族形成の

パターンの多様化が日本でも生じていると考えることは可能である。そのひとつとして、

近年増加する婚前妊娠を指摘できる。既存研究は、いわゆる「できちゃった結婚」につな

がる婚前妊娠を非意図的なイベントと捉え、経験的な研究もこの関連を支持する（Raymo 

and Iwasawa 2008）。しかし、日本においても結婚前の同棲経験が増加するにつれ（Raymo et 

al. 2009）、婚前妊娠が意図せざるものであるという想定が支持されなくなるかもしれない。

以上より本研究では、家族形成パターンの変化が西欧諸国のような、同棲、出産、結婚に

おける順序の変化ではなく、同棲、妊娠、結婚の順序の変化という形で現れてきていると

いう仮説を検証する。具体的には、現在の夫と結婚前に同棲していた経験をもつ女性では、

同棲経験のない女性と比べて、婚前妊娠が意図したものになりやすいかを検討する。 

 本研究では、2010 年に調査された第 14 回出生動向基本調査の配偶者票を用いる。分析

対象は、夫婦ともに初婚かつ、初回の妊娠が出産に終わっている女性のうち、分析に必要

な変数に欠損のない 4,718 ケースである。方法として、初回の妊娠が非意図的であったか

（Y＝0）、意図的であったか（Y＝1）、特に考えていなかったか（Y＝2）を従属変数とし

た多項ロジスティック回帰分析を用いた。 

 表 1では、多項ロジスティック回帰分析によって得られた結果を示した。まず、モデル

1 から結婚前の同棲経験は第一子出生に対して負の効果を持っており、これは先行研究の

結果と合致する。また現夫との結婚前の同棲経験は、第一子の意図的妊娠と正に関連する。

しかし、婚前妊娠と結婚前の同棲経験の交互作用項を投入したモデル 2では、交互作用項

が正の効果を示している。この結果は、婚前妊娠自体は非意図的に起こりやすいが、現夫

と結婚前に同棲していた女性では、妊娠が意図したものになりやすいことを示している。 
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表 1：婚前妊娠と結婚前の同棲経験の意図的な第一子妊娠（Y＝1）に対する効果（ref：非

意図的な第一子妊娠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本研究は、日本における同棲が家族形成順序にもたらす影響を検討した初めての研究で

ある。本研究の分析結果は、結婚と出産の結びつきが強い日本では、欧米にみられるよう

な家族形成における順序の多様化が、同棲カップルにおける意図的な婚前妊娠という形で

現れている可能性を示唆している。ただし、同棲経験のある女性においても婚前妊娠は意

図したものよりも非意図的なものになりやすく、本結果を結婚と出産の結びつきが弱くな

っていると解釈する点には留意が必要である。 
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